
































































％というもっとも大きな増加率を示している。日本も 2006年の 25.9％から 2012年に 29.3％と高くなっている
が、その増加率はわずか 3.5％に過ぎない。
　また、｢ 外国へ留学したい ｣という項目では、海外留学を希望する日韓の高校生の比率にも大きな相違が現
れた。韓国の場合は 2006年に留学を希望する生徒の比率が 9.1％であったが、2012年には 1.9％となり、7.2％
も急激に低下している。1.5％から 1.0％とほぼ変化がない日本に比べれば 7.2％の低下率は相当高い数値とな
っている。韓国において、外国への留学を希望する高校生の比率が低下した代わりに ｢ 国内のレベルの高い大




学したい ｣ 及び ｢ 国内の普通程度の 4年制大学に進学したい ｣の比率はそれぞれ 13.4％、4.4％と高い増加率












すでに第１章で述べたように、韓国の日本帝国主義からの政治・経済・社会・文化的な解放は 1945年 8月 15















































前述したように、1975年、高校平準化の実施によって高校就学率は 40％から 1985年に 80％と 10年の間に 2



























































　韓国の大学院は 1949年 12月 ｢教育法 ｣の制定とともにはじめて実施されることになった。その後、1952
年の ｢ 教育法施行令 ｣に基づき学位・修学年限など、大学院運営に必要な制度的基盤を定めた。現在は、1997










　【図 6】が示しているように、1970年に 64校であった大学院は、その後増加し続け、1980年に 121校、















7　 「高等教育法」第 29条 2項は特殊大学院の目的を次のように規定している。「特殊大学院は職業　人及び一般成人を対象
に生涯教育を主な目的とする大学院であるー拙役」
8　 特殊大学院は産業構造の発展と変化によって新設・廃止されることが多く、分野別に分けると 312種にいたる。ちなみ















　また、1997年に新しく改定された ｢ 教育法 ｣と ｢ 高等教育法 ｣によって 1995年以降、専門大学院、及び特
殊大学院は急速に増加し、さらに 2006年からは経営専門大学院、金融専門大学院、物流専門大学院、法学専









育人材養成事業（Brain Korea21）を開始したのだった。「ＢＫ 21」政策を通じて、第 1段階として 1999年か
ら 2005年まで年間 2,000億ウォン（200億円）、1兆 3,421億ウォン（1兆 342億 1千万円）が支援され、以降、








































以後 3年間にわたり戦争状態となった。1953年 7月 27日に休戦協定が結ばれたことで、韓国ようやく復興へ
の道につくこととなったが、現在なお、北と南は休戦状態のままである。
　改めていうまでもなく、この休戦状態は常に交戦状態になり得る可能性を含んでいる。1945年 8月 15日の
































































　【表 2】と【図 9】を見てみると、1950年にカトリック教徒は 156000人、プロテスタント教徒は 600000人
に至っており、総人口 2000万人に占めるクリスチャンの割合は 3.8パーセントになっている。その後、10年
ごとのデータを、その比率だけを示しておくと、1960年は 7.7パーセント、1970年は 12.6パーセント。1980




























































　　　　　出典：「Higher　Education in Korea」という公式サイトの 2013年現在の大学校情報に基づき、筆者が作成。
　　　　　注：6大広域市には、仁川市・釜山市・光州市・大田市・大邱市・蔚山市が含まれている。






















































































課題とし、専門教育を行う `大学院大学校 `に関する設立を推進した。これによって 1997年に高等教育法 30
条が改訂されることとなった。「高等教育法」第 30条には次のように述べられている。












されている。地域別の設立状況をみると、【表 5】で示したように、ソウルで 22校、京畿道に 10校、大田市
と忠清南道に各々 2校、全羅北道、慶尚北道、仁川市にそれぞれ 1校ずつ設けられている。設立の基本理念と
なる宗教を見てみると、39校のうち、キリスト教系大学院大学校は 22校、仏教は 1校であり、残り 16校は
無宗教である。
　キリスト教大学院大学校の設立に加えて、社会福祉系の大学院大学校の存在が目立つようになったことも大
きな特徴である。それは、日本がすでに超高齢化社会が到来していることを意識した結果なのかもしれない。
介護や福祉の教育を実践し、来たるべき高齢化社会において活躍できる、あるいは指導できる人材を要請した
いという希望がそこに透視することができる。近い将来、韓国社会においても日本と同様の高齢化社会が到来
することを予想しての教育制度の整備に相違ない。とくに注目すべきはプロテスタントを標榜する大学院大学
校、しかも先に述べた専門大学院大学校に限って「社会福祉（学）」が設置されていることである。唯一、ソ
ウル社会福祉大学院大学校だけがその例外である。つまり、「神学」を開講していることは当然としても、プ
ロテスタントとしてのキリスト教の教義が「社会福祉（学）」という学問と隣接しているために、プロテスタ
ント系の大学院大学校にそのような科目を開講しているのであろう。問題は、設立されている場所がソウルを
中心に展開していることである。このことは、韓国の教育体制が依然としてソウルに一極集中していることを
意味している。国土が狭いという特殊地理的な条件が反映しているのかもしれない。いずれにしても、大学院
大学校の近年の著しい増加は、韓国が日本の大学院制度とはまったく異なり、新たな教育社会に突入しつつあ
ることを証明しているだろう。
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